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第１章 計画の概要 

第１節 背景・目的 

日本は、高度経済成長期に急激な人口増加と社会変化を受け、公共施設の整備が進められてきま

した。その当時から建設された公共施設の建築年数は現在 30 年以上を経過し、老朽化による大規

模改修や修繕、建替えが急務となっています。加えて、高速道路のトンネルの天井板崩落事故をは

じめとする老朽化問題が各地で報告されており、老朽化対策が大きな社会問題ともなっています。

一方、近年の日本経済は低迷しており、財政の危機的な状況が続いています。また、高齢化社会に

伴う社会保障費の増加や生産年齢人口の減少に伴う税収の減少等が推測され、依然厳しい財政状況

が続くと思われます。 

 

本町においてもその例外ではなく、老朽化した施設が数多く存在しています。これらを維持管理

していくためにかかる毎年の経費や、老朽化に伴い必要となる建替えや改修の経費は、今後の町の

財政にとって、かなり大きな負担となることが予想されます。また、少子高齢化の進行といった社

会環境の変化も視野に入れつつ、施設の統廃合や機能転換なども含め、公共施設の適正配置と有効

活用について、早急に検討を進めることが求められています。 

 

そこで本町では、平成 26 年度に「知名町公共施設白書」を策定し、知名町が保有する（インフ

ラ施設以外の）公共施設の基本情報（建築年度、延床面積、構造等）について把握を行い、これま

で整備してきた資産を明らかにしました。また、平成 27 年度には「知名町公共施設等総合管理計

画」を策定し、今後、財政的な負担となる更新費用を推計し、持続可能な自治体経営ができるよう、

公共施設等の総合的な管理に関する基本的な方針を定め、今後 10 年間で保有している施設の総量

を縮減していくという全体的な方針を定めました。 

 

本計画では、施設の重要度及び劣化度に応じて個別施設ごとの今後の方針を定め、優先的に整備

する施設等の判断を行うことで、総量適正化につなげるとともに、計画的な保全により、維持管理

コストを低減していくことで、公共施設にかかる財政負担を軽減し、持続可能な自治体経営につな

げることを目的としています。 
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「知名町公共施設等総合管理計画（平成 2８年 3 月）」より抜粋 過去の整備状況及び将来負担の予測 
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「知名町公共施設等総合管理計画（平成 2８年 3 月）」より抜粋 適正管理に関する方針等の設定 
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第２節 計画の位置づけ 

本町では、「ずっと住み続けたい 誇りと自信溢れるまちだから」をまちの将来像として、「第５

次知名町総合振興計画」において、厳しい財政制約のもとで財政運営を行っていくにあたって、公

有財産の有効活用や、施設の機能向上・統合・廃止・民間委託等を実施し、行政のスリム化・歳出

の抑制を図ることを方針のひとつとして掲げています。 

本計画は、町の将来像を実現するため、「知名町公共施設等総合管理計画」において定めた公共施

設等の総合的な管理に関する基本方針を実現するための計画であり、個別施設の今後の方針を定め

るものです。類似する計画として、公営住宅等の長寿命化方針について定めた、公営住宅等長寿命

化計画、橋りょう長寿命化計画等が挙げられます。本計画においては、公営住宅等および学校施設

を除く、建物系公共施設を対象とするものとします。 
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知名町公共施設等総合管理計画 

（2016-2025） 

知名町総合振興計画（2010-2019） 
 
 

「健全で効率的な行財政運営と透明性のある行政の推進」 

公営住宅等 

長寿命化計画 

橋りょう 

長寿命化計画 

知名町個別施設計画

（本計画） 

新庁舎建設基本構想 
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第３節 計画期間 

本計画期間は、2019 年度から 2028 年度までの 10 年間とし、計画内容は社会情勢の変化や事

業の進捗状況等に応じて、計画期間中においても見直しを行うものとします。計画をより実行性の

あるものにするため、上位計画である公共施設等総合管理計画の更新のタイミングに合わせて、計

画期間を３期に分け、各期の進捗を見ながら取り組みを再構成するものとします。 

 

■各計画の計画期間■ 

 

 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 

知名町総合振興計画 

 

           

公共施設等 

総合管理計画 

           

個別施設計画 

本計画 

           

公営住宅等 

長寿命化計画 

           

 

  

 第６次総合振興計画 

基本方針： 

40 年間で建物系公共施設の更新費用を 30％削減 

第 1 期 

 

 

H24-H33 

 

第 2 期 

 

第 3 期 

 

個別計画の内容を踏まえて 

2021 年までに見直し 

 

見直し内容 

の反映 

H34 からの 10 年計画 
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第４節 対象施設 

本計画の対象施設は、本町の所有する公共施設のうち、「建物」を対象とし今後の方針を定めるも

のとします。 

施設の分類は、「公共施設等総合管理計画」と同様の分類で整理するものとします。 

その中で、別途計画を定めている「公営住宅」「学校施設」に分類される施設については本計画の

対象外としています。 

 

【対象施設】対象施設：99 施設 145 棟（平成 29 年度末時点） 

 

   

 

■対象施設の詳細については巻末資料「対象施設一覧」参照。 

 

学校施設の分類は、小中学校と教員住宅とし、給食センターは本計画に含めるものとします。 

  

対象とした 

建物系公共施設 

道路・橋りょう 

 
上下水道施設 
（建物分） 

 

公有財産 

公営住宅 
学校教育系施設 

市民文化系施設 
社会教育系施設 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 
産業系施設 

子育て支援施設 
保健・福祉施設 

行政系施設 

公園 
その他 

対象外とした 

建物系公共施設 

建物系公共施設 インフラ施設 
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第２章 優先度の判定 

第１節 優先順位の判定フロー 

以下のフローで対象施設の保全の優先度や方向性について整理するものとします。本計画では、

施設の劣化度や有効利用度等をもとに、一次判定、二次判定、総合評価を行い、施設ごとの今後の

個別方針（案）を設定します。その後、住民や議会等と合意形成を得て方針決定を行い、予算確保、

実施と進めていきます。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

個別方針 
の決定 

基本的な方針に基づき、外部審議や住民や議会の意向を踏まえ 

合意形成を得ながら、個別方針を決定します。 

個 

別 

計 

画 

一次評価 
（健全度） 

二次評価 
（有効利用度） 

建物の劣化状況について、部位別老朽度・経過年数・耐震性 

をもとに施設ごとに評価します。 

町有財産としての施設の重要度、利用状況（稼働率）から、 
施設の有効利用度を判定します。 

総合評価 劣化度と有効利用度をもとに今後の保全等にかかる優先順位 
の判定と方向性の整理を行います。 

個別方針 

（案） 
施設ごとの現状と課題を整理し、今後の整備方針の設定を 
行います。 

決 

定 

～ 

実 

施 

公共施設 
マネジメン
トの実施 

予算の確保を行い、個別計画に基づき、施設のマネジメントを 
進めます。 
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第２節 一次評価（健全度） 

現地調査により、建物の健全度を点数化し、A～D の４段階にランク分けを行います。各施設担

当職員により以下の調査表を用いて調査を実施しました。なお、今後も 3～５年の周期で定期的に

調査点検を行い、不具合・危険箇所の早期発見に努め、予防保全につなげるものとします。 

 

（調査票） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※調査要領については、学校施設の長寿命化計画策定に係る手引きを参考にしています。 

■各建物の調査結果については巻末「建物部位別健全度調査結果」参照。 

■施設毎の健全度評価結果については巻末「一次評価結果」参照。  
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第３節 二次評価（施設の有効利用度） 

施設の重要度、稼働率により、施設の有効度を以下のように A、B、C の３段階に分類します。 

施設の重要度については、目的、利用対象、ニーズ、防災上の必要性等から総合的に判断しまし

た。稼働率については、同一用途内で比較し、高・中・低を判定しています。 

 

 

施
設
の
重
要
度 

高   A 

中  B  

低 C   

  

低 
0％～30％未満 

中 
30％～70％未満 

高 
70％以上 

  稼働率 

 

重要度の判定指標 目的、利用対象者、ニーズ、防災上の必要性等 

稼働率の判定指標 最大利用可能数に対する、利用料をベースに判定しています。 

定員利用の施設の場合、定員に対する利用者 

生産・処理施設の場合、最大生産可能量に対する処理量 

集会所や会議室などのスペースを提供するような施設は、運営日

数に対する利用有日数 

 

■各施設の判定結果については巻末「二次評価結果」参照。 
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第４節 総合評価 

施設の健全度、有効利用度により、以下の通り分類し、大枠の方向性を設定するものとします。 

劣化度が高いⅢ、Ⅳのランクの施設については、早急に対策が必要になるものもあるため、今後 10

年間の計画期間の中で具体的に実施していく行動について方針案を設定します。 

 

 

高 
 

 

施
設
の
有
効
利
用
度 

 
 

低 

A 

【４】複合化・統廃合（集約） 
現状維持 

 
サービスを継続しながら 

全体の面積が縮小されるよう 
他機能を取り込んでいく。 

 
 
 
  

 

 

 
【１】 

建替え・長寿命化 
 

機能集約・複合化 
全体の面積が縮小
されるよう検討。  

B 

【２】機能移転（出）・長寿命化 
 

必要なサービスは継続しながら 
他施設への機能移転（出）。 

長寿命化とする場合は、稼働年数 60 年
を目標とした大規模改修を行う。 

建替えとするしかない場合は、必ず全体
の面積が縮小される方法で実施する。  

Ｃ 

 
【５】民営化・売却・用途変更 

 
現在提供しているサービスは廃止 

の方向で検討を進める。 
建物は有効活用する。  

 
【３】取り壊し・除却 

 
サービスを廃止する。 

大規模改修等は行わず、利用期間中は最
低限の修繕工事のみ行う。  

  
A B C D 

            高⇐ 施設の健全度 ⇒低 

 

 

■各施設の方向性は巻末「総合評価結果」参照。 
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第３章 個別施設の方針案の設定 

第 1 節 基本的な方針 

公共施設等総合管理計画において設定した基本方針に沿って、各施設の個別方針案を設定するも

のとします。 

 

「知名町公共施設等総合管理計画（平成 2８年 3 月）」より抜粋 適正管理に関する考え方 
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第２節 個別施設の方針案 

第２章で設定した「総合評価」及び「公共施設等総合管理計画における基本方針」をもとに、個

別施設の方針案を設定するものとします。 

【１】【２】【３】の分類に該当する施設は老朽化が進行しており早急に今後の対応を要するもの

であるため、明確な方針・計画を定めます。ただし、床面積の削減に向けて、基本的に新築は行わ

ず、長寿命化、機能移転等により、面積削減につながるような検討を第一に行います。【４】は基本

的に現状維持しながら他機能の受入れが主な検討内容となるため、計画期間内に特記すべき動きが

ある場合に方針を記載します。【５】については、利活用推進につなげるため、計画期間内に可能な

限り廃止の意思決定を行い、利活用の効果を最大限発揮できるようにします。 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

A 

【４】複合化・統廃合（集約） 
現状維持 

 
サービスを継続しながら 

全体の面積が縮小されるよう 
他機能を取り込んでいく。 

 
 
 
  

 

 

 
【１】 

建替え・長寿命化 
 

機能集約・複合化 
全体の面積が縮小
されるよう検討。  

B 

【２】機能移転（出）・長寿命化 
 

必要なサービスは継続しながら 
他施設への機能移転（出）。 

長寿命化とする場合は、稼働年数 60 年
を目標とした大規模改修を行う。 

建替えとするしかない場合は、必ず全体
の面積が縮小される方法で実施する。  

Ｃ 

 
【５】民営化・売却・用途変更 

 
現在提供しているサービスは廃止 

の方向で検討を進める。 
建物は有効活用する。  

 
【３】取り壊し・除却 

 
サービスを廃止する。 

大規模改修等は行わず、利用期間中は最
低限の修繕工事のみ行う。  

  
A B 

C 
D 

         （高）⇐ 施設の健全度 ⇒（低） 

 

■各施設の今後の方針は巻末「個別施設の方針」参照。 

  

【３】面積の削減目標達成につなげ
るため、早期に取り組む。 

【５】利活用の効果を最大限発揮す
るため、早期に取り組む。 

【１】【２】早急に検討、意思決定のう
え、対策を講じる必要がある。 

【４】ニーズの変化に合わせて 
柔軟に対応していく。 

（高） 

  

施 設

の 有

効 利

用度   

（低） 

施
設
の
有
効
利
用
度 
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第４章 対策内容と実施時期・対策費用 

第 1 節 今後対策が必要になる施設 

今後、建替え、改修等の方針とした施設、所有権移転(売却・譲渡)、廃止（取り壊し）の方針と

した施設について整理しました。 

 

第２節 対策費用シミュレーション 

すでに明確な設計の見積が出ている場合は、設計価格を使用します。設計価格がない場合には、

単価による算定を実施し、今後必要となる費用のシミュレーションを実施します。 

特殊設備（舞台装置・照明、焼却炉・専用設備等）を有する場合、金額も多額になることが想定

されるため考慮にいれるべきものですが、設備により価格等が大きく異なるため、単価設定や耐用

年数設定は行なわず、建設時の設計単価や個別の見積りにより対策費用を算定します。 

 

第３節 耐用年数・建設単価の設定 

躯体の目標耐用年数は、部材や機器類の物理的、社会的、経済的な耐用年数と異なり使用上の要

求や計画的な耐用年数を示すものです。鉄筋コンクリート造の建物の耐用年数は、財務省における

減価償却資産の耐用年数に関する省令では50年、日本建築学会における建築工事標準仕様書では

65年と述べられています。今回の保全計画における目標耐用年数は60年と定めます。その他の部

位の耐用年数について以下の通り設定しました。 

設計価格がない場合、単価による算定を行います。建設単価については、総務省公共施設等更新

費用試算ソフトで使用されている数値を設定しています。方針が「部分改修」で、必要な改修部位

が特定できている場合には、部位ごとに設定された単価により算定します。改修すべき部位が特定

されていない場合には、大規模改修工事の単価を使用します。 
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（１）耐用年数 

 耐用年数 備考 

躯体 60年 木造・土蔵造・軽量鉄骨造の場合30年とする 

屋上・屋根 20年 

目安として設定しているが、材質、個別の設備ごとに差があるので、

個別に設定するのが望ましい。 

外壁 20年 

電気設備 30年 

機械設備 15年 

防災 30年 

昇降機 30年 

※『建築物のライフサイクルコスト』（建築保全センター発行、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）を参考。 

 

（２）建替えの場合の建設単価 

 単価（円/㎡） 備考 

市民文化系施設、社会教育系施設 

産業系施設、医療施設、行政系施設 
400,000   

スポーツ・レクリエーション系施設 

保健福祉施設、供給処理施設、その他 
360,000  

学校教育系施設、子育て支援施設、公園 330,000  

公営住宅 280,000  

※単価については、総務省公共施設等更新費用資産ソフトで使用されている数値を参考。 

※解体費用も含みます。 

※分類ごとに上記単価を使用することを基本としますが、施設の内容により適切なものを選択することとします。 

 

（３）改修の場合で対象部位が明確ではない場合 

 単価（円/㎡） 備考 

市民文化系施設、社会教育系施設 

産業系施設、医療施設、行政系施設 
250,000   

スポーツ・レクリエーション系施設 

保健福祉施設、供給処理施設、その他 
200,000  

学校教育系施設、子育て支援施設、公園 170,000  

公営住宅 170,000  

※単価については、総務省公共施設等更新費用資産ソフトで使用されている数値を参考。 

※分類ごとに上記単価を使用することを基本としますが、施設の内容により適切なものを選択することとします。 
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（４）改修の場合で対象部位が明確な場合 

用途、改修内容、規模などで単価に差が生じるため、必要な場合は個別に設定するものとします。 

『建築物のライフサイクルコスト』（建築保全センター発行、国土交通省大臣官房官庁営繕部監

修）を参考に単価設定を行います。 

 

（５）解体費用 

単価（円/㎡） 備考 

44,000 
中規模事務庁舎（RC-4 2500㎡） / 解体・廃棄処分コスト / 離島経費1.32 

※『建築物のライフサイクルコスト』（建築保全センター発行、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）を参考。 

35,000 住宅 １階建て / ※知名町実績値 

 

建築当時の建築金額を更新金額として利用することも考えられますが、建築後50年経過したよう

な施設については、建設当時と設備や工法、建築基準も異なるため利用しないものとします。 

自団体の実態に即した単価を使用することが望ましいため、今後、新築や改修を行う際に、各部

位についての詳細情報・価格情報について固定資産台帳・工事履歴に登録し管理していくことで、

より正確な予測が出せるようにしていきます。 

 

第４節 費用試算結果 

今後10年間の概算事業費を試算しました。 

今後の方針が、集約化、用途変更、長寿命化としたものについては、大規模改修の単価で試算を

行いました。設計額等が出ているものについては、設計額を採用しました。 

 

■巻末「今後10年間の計画（対策内容と実施時期・対策費用）」参照 
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第5 章 フォローアップ 

第 1 節 総合管理計画の進捗管理 

公共施設等総合管理計画において設定した基本方針に沿って、進捗管理を毎年行います。 

 

■巻末「総合管理計画の進捗管理」参照 

 

 

 

 



 

 

 

 


